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論 文 内 容 の 要 旨 
 序章では、従来の研究史の整理とともに、家内労働がこれまでの重要な非典型労働であったこと、またそれ
を担ったのは大半が女性であったこと、それゆえ当時の家族形成のあり方とも密接に絡んでいたという形で、
家内労働研究そのものが持つ意味が開陳される。また、大阪が分析の対象となった理由として、全国的にみて
家内労働者数や委託者数が多いこと、家内労働にかかわる調査が結構実施されており、資料的に恵まれている
こと等が指摘される。 
 第１章では、高度成長期を中心にした家内労働の実態に接近する。もともと「繊維製品」や「雑貨品」は家
内労働と関係が深かったが、高度成長期に展開する産業との関連で「電気機械器具」の職種が増えていく。そ
ういった家内労働の担い手をみると、新中間層や労働者層の主婦が中心であり、理由としては一方では家事負
担の軽減、他方では家計補充（住宅費や教育費）の高まりという特徴が析出される。 
 第２章では、高度成長期に比重を増す家内労働に対して法的規制の必要性が唱えられるようになるが、その
実現がなぜ遅れたのかについての究明を行っている。それにはいろいろな理由が存在したが、家内労働そのも
のの実態が非常に把握しにくいこと、また労働団体側の運動の力点が家内労働の最低工賃よりも最低賃金その
ものに置かれたこと等が存在した。しかし、家内労働者のベンゾール中毒事件を契機に社会的な関心が一気に
高まった。紆余曲折を経て、1970年に家内労働法は成立する。 
 家内労働といっても注目されるのは委託者からの委託加工というケースであるが、一方で授産事業としても
長い歴史と伝統を有していることにも注意を払わなければいけないことを訴えるのが、第３章である。本章で
は、大阪市を中心に授産事業がどのような形で運営されていたのか、またその恩恵を蒙ったのはいかなる人々
であったのかを解明している。とくに、高度成長期に入ると高齢者や障害者に対象の比重が移り始めるという
指摘を行っている。一方、第４章では大阪府の単独事業に焦点をあてて、内職のあっせんの動向を探っている。 
 第５章は、安定成長期に入ってからの家内労働の変遷を、急激に増加してくるパートタイム労働との対比で
検討し、後者の勢いが前者を押さえていく背景、理由等について論じている。また、それだけでなく、家内労
働そのものの単純化が進行することによって、作業自体が地方や国外に流出していくことについても言及がな
されている。 
 第６章は、その後の家内労働の衰退、在宅ワークの増大という状況変化に伴って、家内労働法そのものを改
正すべきなのか、それとも在宅ワークのために新たな規制立法が必要なのかといった論議が生じてくる点を取
り上げる。現在見られる動きは在宅ワークと呼ばれるものの一部を家内労働法の規制の下に置こうという方向
であり、終章はこの論点をさらに敷衍している。 
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論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 まず、本論文は今日的には注目度の低い家内労働を取り上げ、それを在宅ワークとの絡みで捉え直すことに
よって家内労働のそのものの歴史的意義をアピールし、その今日的位相と深層を照射しようとする意欲的な作
品である。重点は、日本の家内労働の史的分析に置かれているが、そのことを押えなければ今日的な在宅ワー
ク問題の深部に立ち入れないことを説得的に論じている。 
 家内労働を長年にわたって担ってきたのは、女性である。女性といえば、その女性の労働力率を示すＭ字型
曲線のボトムをいかに引き上げるかに大方の注目が集まるが、本論文はむしろそのボトムで頑張ってきた女性
労働者にもっと眼を向けるべきだということを家内労働の視点から訴える。女性といえば、近年雇用労働者ば
かりに眼が向けられるが、そうした風潮のもとでは重要な指摘である。 
 また、家内労働といえば、家内労働者を委託業者とのかかわりで捉え、その関係性を問うことが一般的であ
る。しかし、他方で本論文は自治体の授産事業をはじめとする家内労働に対する公的関与にも注意を払い、そ
の実像を掘り起こした点は最も評価されてよい箇所だと思われる。家内労働における＜市場性の強い部分＞と
＜社会性の強い部分＞の並存、あるいは交錯といったところを複線的に描き出したことは、本論文をより豊か
にしている。 
 家内労働はその性格からみて「労働」としてのアプローチが相応しいのか、あるいは「福祉」的なアプロー
チが望ましいのかといったことは、しばしば言及されてきたものの、依然決着のついていないところでもある。
だからこそ、法的規制として一気に規制をかける事が難しかったともいえるのである。そのことは、家内労働
法の成立過程自体が物語っている。だとすれば、今日問題となっている在宅ワークの包摂の仕方も同じような
課題を背負うようになる。そうした困難をいかに克服するかについては、申請者自身の実態調査をはじめとす
るさらなる研究で補ってほしい。 
 大阪以外における地域での展開、外国の実情についての把握等の宿題はあるが、家内労働や在宅ワークに伴
う問題性を知る上で、本論文のメッセージは非常に有益である。以上、審査委員による審査結果を総合し、上
記論文は課程博士の学位に値する優れた業績であると判断する。 
